
新型コロナウイルス感染症予防接種 説明書 

 

【新型コロナウイルスについて】 

令和元年 12 月末、中国湖北省武漢市で原因不明肺炎の集団発生が公表され、令和 2 年 1月には

その原因は新型のコロナウイルス感染であることが発表され、国際的には病名は COVID-19、その原

因ウイルスは SARS-CoV-2 とされた。日本国内では、令和 5 年 5月まで 8回の流行の波に見舞われ

たが、第 8 波が減少傾向となった令和 5年 5 月 8日、新型コロナウイルス感染症を感染症法の五類

感染症に位置付けた。 

潜伏期間は、オミクロン株となってからはそのほとんどが 2～3 日と短くなっている。感染経路

は飛沫感染が中心であるが、閉鎖空間でのエアロゾル感染がある。接触感染もあり得るが、頻度は

低い。 

呼吸器感染症のため、症状は発熱・咽頭痛・咳などが中心である。オミクロン株が流行の中心と

なって以降、小児での感染者も増加し、熱性けいれんやクループの合併症が多くなった。2 歳未満

や基礎疾患のある場合は重症化のリスクがあるとされている。高齢者での重症化率、致命率は高

い。 

 

【予防接種の効果】 

 ワクチン接種には、発症予防や重症化（入院）予防の効果があることが国内外の多くの報告で確

認されている。なお、既感染者であっても再感染することも稀ではない。また、ワクチン接種によ

る追加の発症予防効果が得られることも確認されている。さらに、いずれの年齢群においても、重

症化（入院）予防効果は発症予防効果より高いことが確認されている。 

 

【予防接種を受けることが適当でない方】 

① 接種当日、明らかに発熱＊のある方 

＊接種会場で測定した体温が、通常 37.5℃以上の場合を指す。 

② 重篤な急性疾患にかかっている方 

③ 予防接種の接種液の成分によって、アナフィラキシー＊を呈したことが明らかな方 

＊通常、接種後 30 分以内に起こる重症なアレルギー反応を指す。 

④ その他、接種担当医師が不適当な状態と判断された方 

 

【予防接種を受ける際に担当医師とよく相談する必要がある方】 

① 心臓血管系疾患、腎臓疾患、肝臓疾患、血液疾患等の基礎疾患を有する方 

② 予防接種で接種後 2日以内に発熱のみられた方及び全身性発疹等のアレルギーを疑う症状を呈

したことがある方 

③ 過去にけいれんの既往のある方 

④ 過去に免疫不全の診断がされている方及び近親者に先天性免疫不全症の方がいる方 

⑤ 接種しようとする接種液の成分に対して、アレルギーを呈するおそれのある方 

⑥ 抗凝固療法を受けている方、血小板減少症又は凝固障害を有する方 

 

【接種回数・方法】 

回数 ： 実施期間内（１０月１日～翌年３月３１日）に、１人につき１回 

方法 ： 筋肉内接種 

 

裏面＞＞＞ 



 

【接種対象者】 

・65 歳以上の方 

・60 歳～64 歳の方で、①又は②に該当される方 

①心臓、腎臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の日常生活活動が極度に制限される程度の障害

を有する方 

②ヒト免疫不全ウイルス（HIV）により、免疫の機能に日常生活がほとんど不可能な程度の障

害を有する方 

 

【副反応】 

接種後に接種部位の痛みや倦怠感、頭痛、発熱等、様々な症状が確認されているが、ほとんどが

軽度又は中等度であり、現時点で得られている情報からは、安全性に重大な懸念は認められてない

と判断されている。また、年長者である方が副反応出現率は低いともされている。 

なお、国内での検討では、若年男性を中心に、ブライトン分類レベル 1～3 の心筋炎、心膜炎が

報告されている。また、国内において重篤な副反応としてアナフィラキシーが報告されており、接

種後 30 分はその場で健康観察をすること並びに接種後数日の間に胸痛、動悸、息切れ、むくみな

どの症状があった場合は医療機関の受診が必要である。 

 

 

予防接種の副反応により健康被害が生じた場合 

 

万が一、新型コロナワクチンの接種によって引き起こされた副反応により、健康被害が生じた場

合には、予防接種法に基づく救済を受けることができます。申請に必要となる手続き等について

は、予防接種を受けられた時に住民登録をしていた市町村にご相談ください。 

 

●予防接種健康被害救済制度について 

定期接種（Ｂ類疾病の予防接種）によって引き起こされた副反応により、生活に支障が出るよう

な障害を残すなどの健康被害が生じた場合には、予防接種法に基づく給付を受けることが出来ま

す。その健康被害が予防接種によって引き起こされたものか、別の要因によるものなのかの因果関

係を、予防接種・感染症医療・法律等、各分野の専門家からなる国の審査会にて審議し、予防接種

によるものと認定された場合、健康被害の程度等に応じて、医療費及び医療手当、障害年金、葬祭

料等の区分があり、法律で定められた金額が支給されます。 

 

 

【お問い合わせ先】 

小国町役場  福祉課 ☎４６-２１１６ 

南小国町役場 町民課 ☎42‐1113 


